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北海道医療計画北網地域推進方針（たたき台）の概要 資料２ｰ１

第１ 基本的事項

○新たな北海道医療計画が策定されたことに伴い、各二次医療圏毎に地域の
作 成 の 趣 旨 実情を踏まえた医療連携体制を構築し、円滑に推進するための方針として

作成

作 成 体 制 ○各二次医療圏毎に設置された保健医療福祉連携推進会議で協議の上作成

計 画 の 期 間 ○令和６年度（2024年）から令和11年度（2029年度）までの６年間

計 画 の 圏 域 ○北網

○療養病床及び一般病床 2,036床
基準病床数等 ○精 神 病 床（全道） 15,351床

○結 核 病 床（全道） 46床
○感染症病床（全道） 98床
○地域医療構想における必要病床数 2,450病床

地域の特性、管内の保健医療福祉圏域、人口の推移、住民の健康状況、
地域の概況 患者の受療動向、医療施設、保健医療従事者数、

第２ 医療連携体制の構築

疾病・事業 施 策 主な指標（参考指標含む）

○がんの医療連携体制

<必要な医療機能> ○がん対策の総合的かつ計画的な推進のため、がん予防の推進等の施策を実施
○医療機関における
診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに即 ・がん予防の推進 ・喫煙率 12％以下
した診療の実施 ・がんの早期発見 ・がん検診受診率 60％以上

○拠点病院等におけ ・がん登録の推進 ・がんの標準化死亡比 100
る集学的治療の実 （SMR） (現状より
施 減少)

○脳卒中の医療連携体制

<必要な医療機能> ○脳卒中対策の総合的かつ計画的な推進のため、脳卒中の予防等の施策を実施
○発症予防、専門的
治療の実施・ﾘﾊﾋﾞ ・予防対策の充実 ・特定健診受診率 60％以上
ﾘﾃｰｼｮﾝの実施 ・医療連携体制の充実 （国保分）

・脳血管疾患の標準化 93.7未満
死亡比（SMR） (現状より

減少)

○心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

<必要な医療機能> ○循環器病対策の総合的かつ計画的な推進のため、循環器病の予防等の施策を実
○発症予防、専門的 施
治療の実施・ﾘﾊﾋﾞ
ﾘﾃｰｼｮﾝの実施 ・予防対策の充実 ・特定健診受診率 60％以上

・医療連携体制の充実 （国保分）
・疾病管理・再発予防 ・虚血性心疾患の標準 82.5未満

化死亡比（SMR） (現状より
減少）
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疾病・事業 施 策 指 標（参考指標含む）

○糖尿病の医療連携体制

<必要な医療機能> ○発症予防、糖尿病及び合併症の治療・重症化予防のそれぞれのステージに重点
○発症予防、糖尿病 をおいた取組の推進のため、医療連携体制の充実等の施策を実施
及び合併症の治療
・重症化予防、専 ・糖尿病の発症予防対策の充実 ・特定健診受診率 70.0%以上
門的治療の実施 ・重症化予防等に係る取組の推進 ・特定保健指導実施率 45.0%以上

・HbAlc値が6.5%以上 8.0%以下
(現状より
減少)

○精神疾患の医療連携体制

<必要な医療機能> ○精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムと多様な精神疾患等に対応でき
○地域精神科医療提 る医療連携体制の構築を進めるため、長期入院患者の地域移行・地域定着の支
供機能 援の促進や精神疾患ごとに医療機関間の連携推進等の施策を実施。

○地域連携拠点機能
○都道府県連携拠点 ・精神疾患に関する知識の普及・啓発 ・入院後３か月時点での退院率 68.9％
機能 ・相談機能の強化 ・入院後６か月時点での退院率 84.5％

・精神科医療提供体制の充実 ・入院後１年時点での退院率 91.0％
・精神障がいにも対応した地域包括ケア ・慢性期入院患者数(65歳以上) 79人
システムの構築に向けた支援体制の構築 ・慢性期入院患者数(65歳未満) 115人

・精神疾患ごとの現状、課題を踏まえ、
必要な施策

○救急医療体制

<必要な医療機能> ○初期から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の確保や迅速な救急搬送体
○重症度・緊急度に 制を整備するため、医師会や消防機関等と連携するとともに、救命救急センタ
応じた医療が提供 ーやドクターヘリの運営に係る支援等の施策を実施
されるよう、初期
から三次救急医療 ・初期救急医療体制の充実 ・在宅当番医制等初期救急 100％
に至る体系的な医 ・二次救急医療体制の充実 医療の確保市町村割合
療提供体制を確保 ・三次救急医療体制の充実 ・病院群輪番制の実施 継続

・救急搬送体制の充実 (現状維持)
・道民への情報提供や普及啓発 ・救急法等講習会の実施 継続
・新興感染症の発生、まん延時の救急医 (現状維持)
療体制の充実

○災害医療体制

<必要な医療機能> ○災害時に必要な医療体制の確保のため、災害医療の連携体制の構築等に取り組む
○災害急性期におい
て必要な医療体制 ・災害医療の連携体制の構築や災害医療 ・災害拠点病院 ２箇所
を確保するととも 体制の充実強化 (現状維持)
に避難所等での健 ・災害拠点病院の強化 ・北海道DMAT指定医療機関 ２箇所
康保持体制を確保 ・災害派遣医療チーム（DMAT）の整備 (現状維持)
するため日本赤十 ・広域災害・救急医療情報システム
字社や医師会など （EMIS）の活用
との連携を図る。 ・災害支援ナースの整備

・災害時の広域医療搬送体制の充実

○新興感染症発生・まん延時における医療体制

<必要な医療機能> ○感染症法等に基づき、道の感染症対策を総合的に推進するため、感染拡大に
○感染症指定医療機 応じた保健・医療提供体制の確保等の施策を実施
関のほか、感染症
指定医療機関以外 ・医療機能の確保 ・流行初期
の医療機関におい ・個人防護具の備蓄 病床数 33床
ても対応できる医 ・適切な感染対策 発熱外来機関数 3機関
療提供体制の確保 ・人材の確保及び資質の向上 ・流行初期期間経過後

病床数 100床
発熱外来機関数 41機関

・協定締結医療機関の８割以上が、個
人防護具の使用量２か月分以上を備蓄
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疾病・事業 施 策 指 標（参考指標含む）

○へき地医療体制

<必要な医療機能> ○へき地医療の確保のため、へき地診療所の施設・設備への支援等の施策を実施
○へき地における住
民への医療の提供 ・へき地における診療の機能 ・巡回診療、医師派遣 １箇所

○へき地診療を支援 ・へき地の診療を支援する医療の機能 等の支援のいずれか (現状維持)
する医療の提供 ・行政機関等によるへき地医療の支援 を実施するへき地医

療拠点病院数

○周産期医療体制

<必要な医療機能> ○より身近なところで安心して出産できる周産期医療提供体制の確保及び、周産
○総合（地域）周産 期施設を退所した障がいを持つ子どもの在宅移行を進めるため、周産期センタ
期センターを中心 ーの整備、長期入院に係る支援等の施策を実施
として、医療機関
間・医療圏間の連 ・総合周産期センター等の整備 ・総合周産期センター １箇所
携を推進し、安全 ・搬送体制等の整備 (現状維持)
な医療体制を確保 ・周産期医療従事者に対する研修機能の整備 ・地域周産期センター １箇所

○周産期施設を退所 ・妊産婦の多様なニーズに対応する取組 (現状維持)
した障がいを持つ ・ＮＩＣＵ等に長期入院している児童へ
子ども等が生活の の支援
場で療養・療育で ・周産期医療における災害対策
きる体制を確保 ・周産期医療における新興感染症の発生、

まん延時の救急医療体制の充実

○小児医療体制（小児救急医療を含む）

<必要な医療機能> ○一般の小児医療から高度・専門医療及び初期救急から三次救急に至る体系的な
○一般の小児医療か 医療提供体制を確保するため、休日夜間における診療体制の確保に係る支援等
ら高度・専門医療 の施策を実施
及び初期救急から
三次救急に至る体 ・小児医療体制等の確保 ・小児二次救急医療体制 現状維持
系的な医療提供体 ・小児高度専門医療や療養・療育支援体 ・小児医療を行う医師数 全道平均以上

制を確保 制の確保 （小児人口１万人対） （15.3人）
・小児期医療から成人期医療への移行支援
・災害時を見据えた小児医療体制
・小児医療における新興感染症の発生、
まん延時の救急医療体制の充実

○在宅医療の提供体制

<必要な医療機能> ○長期にわたる療養や介護を必要とする患者が住み慣れた地域で暮らしながら
○円滑な在宅療養移 医療を受けられるよう、多職種の連携等により、退院支援から日常の療養支援、
行に向けての退院 急変時の対応、看取りまで継続した在宅医療提供体制の構築等の施策を実施
支援が可能な体制

○日常の療養支援が ・在宅医療において積極的役割を担う医 ・在宅医療において積 ２箇所
可能な体制 療機関の整備 極的役割を担う医療 （北見・網走）

○急変時の対応が可 ・地域における連携体制の構築 機関数
能な体制 ・在宅死亡率 現状より増加

○患者が望む場所で （現状22.5）

の看取りが可能な
体制
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第３ 必要な外来医療機能及び対応方針

分 野 施 策

情報の整理・発信 ○外来機能報告の活用を含めた有用なデータの整理
○道内市町村における医療機関の開業支援の取組等の情報発信

地域における協議・ ○必要な外来医療機能等に関するフォローアップ
取組の促進 ○新規開業の状況に関するフォローアップ

必要な外来医療機能の ○必要な外来医療機能等の確保に向け、地域医療介護総合確保基金等を活用した
確保に向けた支援 支援のあり方等を検討

効率的な医療機器の活 ○医療機器の効率的な活用に向け、医療機器の共同利用計画について地域医療構
用 想調整会議において協議・確認

第４ 地域保健医療対策の推進

分 野 施 策

難病対策 ○難病法に基づく医療費助成制度や特定疾患治療研究事業及び児童福祉法に基づ
く医療費助成制度により、患者の医療費の負担を軽減するとともに、在宅療養
への支援を行うほか、難病の医療提供体制の整備を推進

歯科保健医療対策 ○住み慣れた地域において、生涯を通じて必要な歯科保健医療サービスを利用で
きる体制の確保を図るとともに、８０２０(ﾊﾁﾏﾙﾆｲﾏﾙ)運動などによる歯の健康
づくりの普及啓発を実施

第５ 推進方針の進行管理

目標達成のための推進体 （道）地域において継続的に適切な医療サービスが提供できる体制を整備し、地
制と関係者の役割 域医療 の確保に係る施策の充実を図るとともに、医療資源等に関する情報を

収集・整理し、道 民に提供します。
（保健所）医療提供者、関係機関・団体等と緊密な連携の下、本計画に沿って、
地域保健医療の 広域的・専門的・技術的な拠点として各種事業を推進しま
す。

計 画 を 評 価 す る ○定量的な比較評価が行えるよう目標を定める（第２に掲載）
た め の 目 標

方針の推進方策 ○本推進方針に基づく各施策等の進捗状況や数値目標の達成状況の評価を「北網
保健医療福祉圏域連携推進会議」において毎年度行い、課題等を検討し、必要
な取組を推進するなどしながら、進行管理を行います。

第６ 資料編


